
Ⅰ 伊丹市行財政の現状と課題 

 １ 本市を取り巻く環境の変化 

 （１）国の動向  

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成 1８年７月
７日閣議決定）では、地方財政に対して人件費の大幅な削減、地方単独事

業は現在の水準以下に抑制、一般行政経費は平成１８年度と同水準とする

などの歳出削減や抑制とともに、国庫補助負担金の廃止・縮小、交付税の

見直し、税源移譲の三位一体改革による推進が求められました。 
また、平成１８年１２月に制定された地方分権改革推進法に基づき発 

足した地方分権改革推進委員会において、「地方分権推進にあたっての基本

的な考え方」（平成１９年５月３０日）及び平成２１年１１月の計４次にわ

たる勧告により、地方公共団体の自主性を強化し自由度の拡大を図ること

が求められました。 
さらに、地域主権戦略大綱（平成２２年６月２２日閣議決定）において、

国と地方公共団体の関係を対等の立場で対話のできる新たなパートナーシ

ップの関係へと根本的に転換し、国民が地域の住民として自らの暮らす地

域のあり方について自ら考え、主体的に行動し、その行動と選択に責任を

負うという住民主体の発想に基づいて改革を推進していかなければならな

いとされました。 
一方、平成１９年には地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下

「財政健全化法」という。）が制定され、地方公共団体の財政は、住民や議

会の監視の下においてその健全性が確保されるべきものであり、地方分権

の推進に伴い、従来にも増して財政規律を確立し住民がこれをチェックし

責任を持つ財政民主主義の機能を果たすことが強く求められました。 
 

 （２）県の動向 

兵庫県では、震災復興のために発行した地方債の償還等が現下の県財政

の負担となっているため、財政の改善を図り持続可能な行財政構造を確立

するため、県議会の議決を経て平成２０年１０月に新行財政構造改革推進 
方策（新行革プラン）を策定し、行財政全般にわたる改革を進めています。 

  また、平成２２年１１月には、国の経済成長率見込みや地方一般財源総

額の見通しを踏まえ、増加した財源不足額に対処するための「第 2 次新行
革プラン（企画部案）」が示され、事務事業のさらなる見直しや特別な財源

対策を講じることとされています。 
  兵庫県は今後、県議会の「行財政構造改革調査特別委員会」における調
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査･審議をはじめ、パブリックコメントの実施等を通じて、幅広く意見、提

言をいただきながら、平成２３年度の国予算、地方財政計画等を踏まえ、

平成２３年度の予算編成過程において、財政フレームの見直しや必要な対

応を検討し、第２次新行革プラン（案）として取りまとめ、行財政構造改

革の推進に関する条例に基づき、行財政構造改革審議会や行財政構造改革

県民会議の意見を聴いたうえで、平成２３年２月に議案として上程するも

のとされています。 
  
（３）人口構造の変化 

我が国の人口は、総務省統計局の「人口推計」によれば、平成１６年１

２月の１億２,７７９万人をピークに減少し、平成２２年１１月の概算値で
は１億２,７３９万人となっています。 
また、６５歳以上の高齢者人口は、２，９４４万人（平成２２年９月現

在）で、総人口に占める割合は２３．１％となっており、人口及び割合と

もに過去最高となっています。 
一方、出生率は、内閣府の「平成２２年度版子ども・子育て白書」によ

れば、平成１７年に１．２６と過去最低の出生率まで落ち込み、その後、

平成２０年に１．３７まで３年連続して上昇しましたが、欧米諸国と比較

すると、なお低い水準にとどまっています。＜図１＞
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＜図１＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典：内閣府 平成２２年度版子ども・子育て白書 

（４）急激な経済の変化 

  平成２０年 9 月のリーマン・ショックに端を発した世界的な金融危機の
恐れから我が国の経済情勢は急激に悪化し、これまで景気を牽引してきた

輸出の落ち込みや企業業績の悪化に伴う設備投資が大幅に減少しました。

その後は、緩やかな回復基調にあるものの、各種経済対策などの政策によ

るところも大きいことから自立性に乏しく、雇用情勢も完全失業率が依然

高水準に推移するなど、厳しい状況となっています。 
さらに、平成２２年には欧州の財政に対する不安から金融システムに対

する懸念が高まり、再び金融資本市場が不安定になったことから、相対的

に外国為替市場において円高が進行したため、国内企業の生産を海外へ移

転させたり、集約化させる動きが見られるようになり、本市におきまして

も税収や雇用などを通じて、このような経済のグローバル化に伴う影響を

強く受けるようになりました。 
 
 
２ 本市の財政状況 

 平成２１年度における一般会計決算については、歳入は、市税収入が景

気の低迷による企業実績の悪化の影響を受け、２９７億７，９３９万円で

前年度に比べ１６億６，２３７万円（５．３％）の減となり、阪神・淡路

大震災の影響を受けた平成７年度以来の２番目の減少額及び減少率となり

ました。特に、法人市民税は１７億７，２８６万円で前年度に比べ１２億
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１，６０５万円（４０．７％）の減となり、過去最大の減少額及び減少率

となりました。 
歳出は、人事院勧告や退職者数の減に伴い、期末勤勉手当が減少したこ

とや退職手当が減少したことなどにより、人件費総額は１３１億２，９１

９万円で、前年度に比べ９億７，２７８万円（６．９％）減少しました。

この結果、歳出総額に占める人件費の割合は、２０．３％となり、阪神・

淡路大震災の影響を受けた平成７年度以降では２番目に低い割合となりま

した。一方、生活保護費や障がい者・児童福祉サービス費などが増加した

扶助費、定額給付金・子育て応援特別手当の支給に伴う補助費等は、決算

額並びにシェアともに過去最大となりました。 
この結果、実質収支の黒字額である３億２，８８１万円は、阪神・淡路

大震災の影響を受けた平成７年度の８，８３４万円に次ぐ２番目に低い額

となりました。 
   貯金に当たる財政基金の残高は３５億２，０４７万円で、平成１７年度

以降、着実に増加していますが、病院事業等の企業会計へ貸付を行ってい

るため、実質的な残高７億４７万円は昭和５３年度以来の低額となりまし

た。 
   借金に当たる地方債残高は、建設事業の財源として発行した普通債（※１）

は年々減少しており、平成２１年度末残高の４３２億５２５万円は、平成

１２年度のピーク時の４分の３以下の水準となっていますが、臨時財政対

策債などの特例債（※2）の発行が１５億３，９９７万円増加したこと等によ

り、普通債と特例債を合わせた地方債残高は７億４，２８０万円の増加と

なりました。 
   財政健全化法に基づく財政健全化判断比率については、実質赤字比率、

連結実質赤字比率は該当がなく、実質公債費比率は７．９％（対前年度０．

４ポイント改善）、将来負担比率９６．４％（対前年度８．４ポイント改善）

となっており、公営企業の経営健全化判断比率については、公設卸売市場

事業特別会計において８．４％（対前年度１０．８ポイント改善）の資金

不足比率が発生しました。 
   経常収支比率については、算定の分子となる経常的経費の支出額は約１

億５千万円減少しましたが、分母となる市税などの経常一般財源が約４億

７千万円減少したため、９８．７％と前年度数値より０．８ポイント悪化

しました。 
※１ 普通債：市民の税金で返済する借金で、道路や学校などの建設に充てられます。 

※２ 特例債：国の減税に伴う税収の補てんや地方財政の収支不足を補うための借金

で、その返済は国が手当を行うこととされています。 
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 （１）歳入の現状  

① 市税 
市税収入は、景気の低迷による企業業績の悪化の影響を受け、２９７

億７，９３９万円で、前年度に比べ１６億６，２３７万円（５．３％）

の減となり、阪神・淡路大震災の影響を受けた平成７年度以来の２番目

に大きな減少額及び減少率となりました。 
特に、法人市民税は１７億７，２８６万円で前年度に比べ１２億１，

６０５万円（４０．７％）の減と過去最大の減少額及び減少率となり、

個人市民税も不況の影響を受け、１億９，３５２万円の減となりました。 
法人市民税は、世界経済の緩やかな回復等によって改善が見込まれる 

ものの、税務会計上の企業の繰越損失が未だに残存していることを踏ま

えれば、今後についても大きな伸びを期待することは困難な状況となっ

ています。＜図２＞ 
＜図２＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
② 地方交付税 
臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は、平成２１年度決

算では、前年度に比べ約６億２，０００万円増の５７億４，８２９万円

となりました。 

しかしながら、一般財源に占める割合は、平成２０年度決算では１２．

３％、平成２１年度決算では１４．０％となっており、依存率が増加し

ている状況となっています。 

地方交付税は、地方公共団体が標準的な行政水準を確保することがで

きるように地方財源を保障するものです。しかしながら、その原資が国

税五税の一定割合とされていることから常に不足している状況となって

います。 
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このため毎年策定される地方財政対策において、臨時財政対策債を発

行して実質的な地方交付税が確保されているところです。＜図３＞ 
＜図３＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③ 市債 
平成２１年度において一般会計が発行した市債は、６５億１，８８２

万円で、前年度に比べ９，５２６万円（１．５％）増加しました。 
主な内訳としましては、小学校や中学校の大規模改修や耐震化に充て

るために発行した市債が１３億８，１２０万円増加した一方、前年度に

発行した市債の借換えが２８億１，９９０万円減少したことなどとなっ

ています。 
本市におきましては、市債の発行は、特例債及び土地開発公社の用地

取得に係る市債を除き、原則として毎年度２０億円以内とし、市債残高

の抑制に努めます。＜図４＞ 
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＜図４＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）歳出の現状  

① 人件費 
平成２１年度の退職者数は８１人で、前年度に比べ１８人減少したほ

か、人事院勧告に伴う給料、期末勤勉手当等の減少などにより、１３１

億２，９１９万円で前年度比９億７，２７８万円（６．９％）の減とな

り、歳出総額に占める割合２０．３％は震災以降では、平成７年度（１

９．６％）以来過去２番目に低い割合となっています。＜図５＞ 
＜図５＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

0

40

80

120

160

200

H1 H6 H11 H16 H21

特例債

普通債

（単位:億円） 市債発行額の推移

0

50

100

150

H1 H6 H11 H16 H21

0

600

1,200

1,800
人件費と職員数の推移（退職手当除く）（億円） （職員数：人）

-7-



 
 

  また、「人口１，０００人当たりの普通会計職員数」は、平成２２年４

月１日現在で５．８９人となっており、阪神間では２番目に低い水準と

なっています。＜図６＞ 
   ＜図６＞             
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平成 22年 4月 1日現在 本市調べ）   

 
② 扶助費 
景気の低迷に伴う失業者の増加などにより、生活保護費は３８億６，

５７８万円と、前年度に比べ５億８，５４９万円（１７．８％）増加し

たほか、障がい者等の福祉サービス費が１５億９，６９１万円と前年度

に比べ２億９，４０７万円（２２．６％）の増加したことなどにより、

扶助費全体では１１９億５，６６４万円と前年度に比べ９億７９１万円

（８．２％）増加し、過去最大の決算規模となりました。また、歳出総

額に占める割合（１８．５％）も過去最大となりました。 
今後、さらなる高齢化の進展に伴い、社会保障関係費がますます増加す

ることが見込まれています。＜図７＞ 
＜図７＞ 
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③ 補助費等 
定額給付金や子育て応援特別手当の支給のほか、公営企業会計の適用

となった下水道事業への補助金（前年度までは繰出金）の増加等により、

補助費等全体では、１１２億９，９８２万円で前年度に比べ５２億９，

２３０万円（８８．１％）の増となり、過去最大の決算規模となりまし

た。また、歳出総額に占める割合（１７．５％）も過去最高となりまし

た。＜図８＞ 
＜図８＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   ④ 公債費 

平成２１年度決算においては、６８億８，７９５万円となり、前年度

に発行した借換債を除けば、８，８３８万円の増加となりました。 
この結果、普通会計では市の借金にあたる地方債残高は、６４８億６，

８１９万円で前年度に比べ７億４，３５８万円（１．６％）増加しまし

たが、ピーク時であった平成１２年度の６７０億３，５４５万円から比

べて、２１億６，７２６万円減少しました。 
特に、特例債を除いた普通債の地方債現在高は４３２億５２５万円で、

ピーク時であった平成１２年度より１５４億１，８５５万円の減少とな

っています。 
このように、税金をもって返済する普通債は減少傾向にありますが、

地方交付税の代替財源である臨時財政対策債などの特例債に係る償還は

徐々に増えつつあります。 
公債費の増加は、経常収支比率の上昇に影響を及ぼし、将来の財政の

硬直化を招くことにもつながりますので、発行については償還計画や発

行総量の抑制などの管理に一層努めていきます。＜図９＞＜図１０＞ 
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＜図９＞ 
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＜図１０＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 普通建設事業費 
平成２１年度決算においては、補助事業においては、小学校や中学校

の大規模改修や耐震化などに伴い、５７億５，６７６万円と前年度に比

べて４１億６，７３７万円増加しました。一方、単独事業においては、

都市公園整備事業や障害者福祉施設整備事業が終了したことから２１億

７，７８５万円と前年度に比べて３億５，２４８万円減少しました。 
この結果、普通建設事業全体としては、７９億３，４６２万円と前年

度に比べて３８億１，４８８万円増加しました。 
普通建設事業などの投資的経費は、平成１０年度と比較すると約１／   

３の水準となっていますが、学校の耐震補強などの住民の安全・安心に    
関わるものは、重点的かつ積極的に整備しています。＜図１１＞
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＜図１１＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）今後の課題 

今後、景気の回復が不透明と言われている中、少子高齢化による市税の

伸び悩みに加え、社会保障関係費や子育て施策の拡充に係る経費の増加、

共同利用施設や生涯学習施設などの公共施設の維持管理経費や建て替えに

係る経費の増加などにより、厳しい財政状況は続くものと見込まれます。 
また、財政健全化法においては、一般会計のみならず、特別会計や企業

会計の赤字や資金不足額を連結した財政の健全化が求められています。 
このため、国民健康保険事業や宮ノ前地区地下駐車場事業などの赤字決

算となっている特別会計や、資金の不足を生じているため一般会計や基金

から借入を行っている病院事業や下水道事業については、経営の健全化を

図るため、抜本的な措置を講じる必要が生じています。 
地域主権や地方分権においては、地域の自主性と責任のもとで、限られ

た財源の中で市民ニーズに沿った行政サービスを安定的に提供し、福祉の

向上に努めることが重要となってきます。 
このため、市はこれまで以上に市民の皆様のご理解とご協力の下、歳入

の確保と歳出の徹底した見直しを行うなど、将来にわたって安定した財政

規律の確保に努めていきます。 
また、わかりやすい資料で市民に財政状況を説明し、市民の皆様に理解

していただけるよう一層の努力を行っていきます。 
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